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平成19年度に実施された事業の結果報告及び今後の方向性（概要）

教育委員会学校教育部 学校教育課
進路意識啓発モデル補助事業

所
管

※本ページは各事務事業の概要紹介と19年度の報告を目的としています。評価の詳細につ
いては次ページをご覧ください。
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市立中学校１５校の体育館等で、生徒・保護者を対象に、進路意識の啓発・高揚を図るために、講演会を開催
する。
各中学校ごとに年１回以上開催し、地域で活躍している方等を講師に招く。
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講演会など啓発的な経験を充実させる事業を通して、生徒、保護者の意識を啓発し、中学校の進路指導の充実
を図るとともに生徒が主体的に将来の生き方を考え、進路を設計し、適切な進路の選択ができるようにする。
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講演会など啓発的な経験を充実させる事業を通して、生徒、保護者の意識を啓発し、中学校の進路指導の充実を図るとともに生徒が主体的に将来の生き
方を考え、進路を設計し、適切な進路の選択ができるようにする。

全中学校生徒及びその保護者
講演会に参加できる人数を、生徒数及び保護者数（ただし、生徒１人に保護
者１人と考えたもの）とした。

18 18

ｺｰﾄﾞ

・平成８年度「わくわく未来生き生き人生講演会」
・平成１１年度「ふるさと講演会」
・平成１３年度「ふれあい講演会」として、埼玉県が各学校に委託している事業
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単位利用数
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市立中学校１５校の体育館等で、生徒・保護者を対象に、進路意識の啓発・高揚を図るために、講演会を開催する。
各中学校ごとに年１回以上開催し、地域で活躍している方等を講師に招く。
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埼玉県の委託事業であるが、各中学校で地域の方を講師として招いて実施しており、生徒の進路意識の啓発に大変成果をあげているため、今後も事業を
継続する。
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評価日
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課題

保護者の参加の達成率が４７％であった。保護者の参加を促すために、学校だよりや学年だより等、各学校での広報活動の充実を図ってい
く。

今期目標項目（何を）

平成20年度に
おける目標設
定

保護者の参加の達成率

･H19市民意識調査における施策の順位…43施策中

対象を絞る

事業の対象を見直す必要性
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有 無
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60%以上
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学校教育課長　内野　正行

〔 〕改善余地なし その他

平成20年5月15日 記入者職氏名

市
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　A：優先的に資源配分をするべきと評価する事務事業

　B：重要であり引き続き実施すべきと評価する事務事業

　C：現状での実施は見送るべきと評価する事務事業

見込まれる
貢献度

評価理由

評価日

やや低い 低い

減額

評価理由

増額

終了統合

※「財源内訳」について
平成20年度のみ、当初予算の内訳と
なっています。


